
施策名 施策
コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

0101 事務 総務部総合調整等業務 －

・総務部及び総合振興局、東京事
務所の庶務及び企画調整、内部管
理、職員の進退や分限、組織機構
等に関する事務
・総務部における予算編成や執行、
決算等に関する事務　等

総務課 0 0 0 22.4 82.9 105.3 822,393
現状維

持
引き続き、総務部総合調整等業務
を継続する必要があるため。

テレワーク環境整備の一環として令
和3年度に5,000台超のパソコンが
一括で整備されることを契機に、今
後のパソコン整備、保守、更新のあ
り方について予算措置も含めて検
討すること

現状維
持

パソコン管理の最適化が「Smart道
庁の推進に向けたデジタル化取組
方針（案）」における課題及び取組
事例として位置づけられることから、
当該取組の中で検討を進めていく

0102 一般
総務管理諸費（労働保険料事業主
立替分）

－ 労働保険料に係る経費に関する事
務

総務課 0 713 0 0.0 0.0 0.0 713 現状維
持

－
当該経費については、労働保険料
事業主立替のための経費であるこ
とから、見直しができない。

当該経費については、労働保険料
事業主立替のための経費であるこ
とから、見直しができない。

当該経費については、労働保険料
事業主立替のための経費であるこ
とから、見直しができない。

現状維
持

0103 一般 各種負担金等 －
各種負担金等に係る経費に関する
事務

総務課 0 6,693 6,609 0.0 0.0 0.0 6,693
現状維

持
引き続き各種負担金に関する業務
を継続する必要があるため

負担金のみであり、裁量がないため
見直しはできない

負担金のみであり、裁量がないため
見直しはできない

負担金のみであり、裁量がないため
見直しはできない

現状維
持

0104 一般 パソコン整備費 － パソコン整備に係る経費に関する事
務

総務課 0 182 182 0.1 0.0 0.1 963 現状維
持

引き続き、パソコン整備に係る業務
を継続する必要があるため。

当該経費については、パソコンの故
障、期中増員分などに対応する経
費であるため、見直しができない。

当該経費については、パソコンの故
障、期中増員分などに対応する経
費であるため、見直しができない。

当該経費については、パソコンの故
障、期中増員分などに対応する経
費であるため、見直しができない。

終了

0105 義務費 総務諸費事務費 －
被服貸付、ボイラー検査手数料など
に関する事務

総務課 0 14,120 0 0.0 0.0 0.0 14,120
現状維

持
－

現状維
持

0106 維持費 （本庁）庁舎等管理費（庁中管理） ⑤

本庁庁舎及び庁用自動車の維持運
営に係る事務
庁舎に清掃等の契約及び本庁舎受
付業務の委託に要する事務
交通事故の処理及び公用車の任意
保険加入に係る事務

総務課 0 411,739 5 0.0 5.2 5.2 452,351
現状維

持
引き続き、庁舎等管理に係る事務を
継続する必要があるため。

－ ②、③ ②
再生可能エネルギー調達や次世代
自動車切替などに係る必要な財源
確保が課題。

－ － －

庁舎・車両等の維持管理に係る事
務であり、現場対応を要するため、
デジタル化などのsociety5.0の見直
しは性質上、馴染まない。

－ －

庁舎・車両等の維持管理に係る事
務であり、現場対応を要するため、
運営のオンライン化などのコロナ関
連の見直しは性質上、馴染まない。

現状維
持

△

0107 維持費 東京事務所管理費 － 東京事務所の維持運営に係る事務 総務課 0 26,974 0 2.2 2.3 4.5 62,119 現状維
持

引き続き、東京事務所管理費に係
る事務を継続する必要があるため。

当該経費については、東京事務所
の維持運営に関する経費であること
から、見直しができない。

当該経費については、東京事務所
の維持運営に関する経費であること
から、見直しができない。

当該経費については、東京事務所
の維持運営に関する経費であること
から、見直しができない。

現状維
持

0108 義務費 庁舎等管理費【義務費】 － 東京事務所旅費 総務課 0 4,768 0 0.1 0.1 0.2 6,330
現状維

持
－

現状維
持

0201 事務 文書課総合調整業務 －

職員の服務、研修、予算、決算等課
内の庶務に関する事務全般、行政
不服審査請求手続に関する事務及
び管理・監督、文書館の庁舎管理に
関する事務

文書課 0 0 0 9.5 0.0 9.5 74,195 現状維
持

引き続き、文書課総合調整業務に
係る事務を継続する必要があるた
め。

－ － － － － － － － 現状維
持

0202 一般 訴訟費 － 道を当事者とする訴訟案件に関す
る事務

文書課 0 8,000 8,000 4.0 0.0 4.0 39,240 現状維
持

引き続き、道を当事者とする訴訟案
件に対応する必要があるため。

－ － －

訴訟事務においては、紙による書
面、証拠等の提出が必須であり、ま
た、遠隔地の裁判所にも出頭が必
要であることから、見直しは馴染ま
ない

－ － －

訴訟事務においては、紙による書
面、証拠等の提出が必須であり、ま
た、遠隔地の裁判所にも出頭が必
要であることから、見直しは馴染ま
ない

－ －
訴訟事務においては、遠隔地の裁
判所にも出頭する必要があることか
ら、見直しは馴染まない

現状維
持

0203 一般
文書収発関係費
公報発行経費
文書経費

－

本庁の郵便等発送業務、保存文書
のマイクロフィルム化、北海道公報
発行、文書管理関係事務、条例・規
則の審査や法令解釈等に関する事
務

文書課 0 25,965 25,946 9.5 0.0 9.5 100,160 現状維
持

引き続き、法令等に基づき公報発
行業務等に係る事務を継続する必
要があるため。

－ － －
北海道公報は、平成22年度から紙
から電子による発行に変更してお
り、これ以上の見直しはできない。

－ － －
北海道公報は、平成22年度から紙
から電子による発行に変更してお
り、これ以上の見直しはできない。

－ －
北海道公報の発行業務や郵便の発
送事務であり、コロナによる見直し
は馴染まない。

現状維
持

0204 一般 情報公開・個人情報保護推進費 ①
道における情報公開・個人情報保
護制度の運用に関する事務

文書課 0 1,696 0 11.0 0.0 11.0 87,606
現状維

持

北海道情報公開条例等に基づき、
公文書開示制度の適正な運用や個
人情報の適正な取扱いの確保など
に努め、引き続き、公正で民主的な
道政の確立を進める必要があるた
め。

－ ④ ①

コロナ感染状況を鑑み、各地域で開
催してきた「情報公開・個人情報保
護事務研修会」を今年度はオンライ
ンで開催。
これまで書面のみであった個人情
報に係る開示請求を電子申請対応
済み

－ ⑥
⑦ ①

コロナ感染状況を鑑み、各地域で開
催してきた「情報公開・個人情報保
護事務研修会」を今年度はオンライ
ンで開催。
これまで書面のみであった個人情
報に係る開示請求を電子申請対応
済み

○ ①

すでに、開示請求手続を電子申請
可能とし、また「情報公開・個人情報
保護事務研修会」をオンライン開催
することとしている。

現状維
持

0205 一般
文書館管理費
(資料整備費)

－
道の歴史に関する文書等の収集、
整理保存及び住民への閲覧に関す
る事務

文書課 0 1,080 1,080 4.2 0.0 4.2 33,882 現状維
持

引き続き、北海道の歴史に関する
文書等の収集、整理保存及び利用
者の閲覧に対応していくには、希少
な古文書等の購入が不可欠である
ため。

－ － －

文書館管理費（資料整備費）は、資
料保存用の特殊な封筒類や貴重資
料等の購入を行う事業であり、ゼロ
カーボンの見直しは馴染まない。

－ － －

文書館管理費（資料整備費）は、資
料保存用の特殊な封筒類や貴重資
料の購入等を行う事業であり、
society5.0の見直しは馴染まない。

－ －

文書館管理費（資料整備費）は、資
料保存用の特殊な封筒類や貴重資
料の購入等を行う事業であり、コロ
ナによる見直しは馴染まない。

現状維
持

0206 一般
文書館管理費
(維持運営費)

－ 北海道立文書館の維持・運営・普及
啓発に関する事務

文書課 0 9,345 5,767 5.0 0.0 5.0 48,395 現状維
持

北海道立図書館と連携した新施設
で、より利便性の高い文書館とし
て、引き続き資料の収集保存、及び
活用に努める必要があることため。

－ － －

文書館管理費（維持管理費）は、重
要文化財を含む資料の収集・保存
のための事業であり、ゼロカーボン
の見直しは馴染まない。

－ － －

文書館管理費（維持管理費）は、重
要文化財を含む資料の収集・保存
等に関する事業であり、society5.0
の見直しは馴染まない。

－ －

文書館管理費（維持管理費）は、重
要文化財を含む資料の収集・保存
等に関する事業であり、コロナによ
る見直しは馴染まない。

現状維
持

0207 維持費
文書館管理費
（庁舎管理費）

－ 北海道立文書館施設の維持管理及
び運営に関する事務

文書課 0 23,210 23,210 0.8 0.0 0.8 29,458 現状維
持

北海道立文書館は、江別市に新施
設を令和元年10月竣工しており、引
き続き、利用者のための施設運営を
継続していく必要があるため。

－ － －
省エネ設備等環境に配慮した令和
元年度新設庁舎であり、これ以上の
見直しは現状困難である。

－ － －

文書館管理費（庁舎管理費）は、文
書館施設の維持管理に係る光熱水
費等であり、society5.0やコロナの見
直しは馴染まない。

－ －

文書館管理費（庁舎管理費）は、文
書館施設の維持管理に係る光熱水
費等であり、society5.0やコロナの見
直しは馴染まない。

現状維
持

0208 一般
文書館管理費
(道史編集費)

北海道史編さん委員会の設置・運
営、調査･資料収集、事務局の運営
等に関する事務

文書課 0 9,909 9,909 2.0 0.0 2.0 25,529
現状維

持

北海道史編さん計画に基づき、北
海道史の編さんに関する業務を継
続する必要があるため。

暫定的な職員配置により体制を整
備し、事務事業を推進してきたが、
一定期間が経過したことなどを踏ま
え、効果的・効率的な執行体制の構
築を検討すること。

現状維
持

H30年度の事業開始以来、10年間
の事業期間として道史編さん事業を
進めてきたところ。
暫定配置による職員体制により、主
に資料調査や委員の執筆準備等の
編さん作業を進めてきたが、令和４
年度以降はこれまでの作業の継続
に加え、『北海道現代史　資料編』
刊行に係る編さん作業や『通史』『概
説』の審議に係る業務が加わるた
め、暫定的な職員配置ではあるが、
今後も、より効果的・効率的な執行
体制の構築について、引き続き工夫
を重ね、充実した事業の遂行を図り
たい。

1 一般 編さん組織の運営等 ② 0 4,696 4,696 － ④ ①

コロナ感染状況を鑑み、会場に集合
し開催してきた各委員会議等を、今
年度は可能な限りオンラインで開
催。
会議資料等を極力ペーパーレス
化。今後も省資源の視点に立った会
議運営をめざす。

－ ⑥ ①

コロナ感染状況を鑑み、会場に集合
し開催してきた各委員会議等を、今
年度は可能な限りオンラインで開催
し、会議の効率化を図っている。
今後も各委員の環境に応じた柔軟
な会議運営をめざす。

○ ①

コロナ感染状況を鑑み、会場に集合
し開催してきた各委員会議等を、今
年度は可能な限りオンラインで開
催。
今後も接触機会を減らしつつ事業を
継続できる運営をめざす。

2 人件費 事務局の運営 ⑧ 0 5,213 5,213 － － －
会計年度任用職員の雇用に係る人
件費のためゼロカーボンの見直しは
馴染まない。

－ － －
会計年度任用職員の雇用に係る人
件費のためsociety5.0の見直しは馴
染まない

－ －

コロナ感染状況を鑑み、執務室に出
勤し従事していた筆耕作業等を、今
年度は可能な限りオンラインで実
施。
今後も接触機会を減らしつつ事業を
継続できる運営をめざす。

0209 義務費 損害賠償金 －
公用自動車事故等に係る損害賠償
に関する事務

文書課 0 16,000 13,600 1.0 0.0 1.0 23,810
現状維

持
現状維

持

0301 一般 庁舎等維持営繕費(議会改築整備) － 議会庁舎の解体に係る予算事務 財産課 0 299,939 299,939 0.5 0.0 0.5 303,844 終了 解体工事が完了したため。 建設部依頼工事のため記載不可 建設部依頼工事のため記載不可 建設部依頼工事のため記載不可 終了

0302 一般 財産管理費

道有地の売払に必要な広告、測
量、現地調査、売払予定地の現況
確認及び入札執行等に係る予算事
務

財産課 0 20,664 20,664 9.8 0.0 9.8 97,202
現状維

持
引き続き、道有地の売払に必要な
事務を継続するため。

委託業務における、委託仕様書へ
の脱炭素化やSociety5.0の推進に
資する取組を促す項目の付記や、
プロポーザルの際の提案の追加な
ど、ゼロカーボン北海道及び
Society5.0の推進に向け、事業内容
を検討すること。

現状維
持

委託業務処理要領に「業務遂行に
当たり、温室効果ガス等の排出削
減に資するため、配慮するよう努め
ること。」等の文言を付記する。

1 一般 財産管理経費 － 5,470 5,470
現地調査・対応が必須であり、対応
不可。

－ － －
現地調査・対応が必須であり、対応
不可。

－ －
現地調査・対応が必須であり、対応
不可。

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 総務部

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

施策を構成しない事務事業

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1／5 総務部



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
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Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
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方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要
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Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト
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【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価
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Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見
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2 一般 道有地売払経費 ⑥ 10,394 10,394 － ④ ② 提出書類の電子化を検討 － ⑥ ② 提出書類の電子化を検討 ○ ①
関係書類の提出は、郵送による提
出を可にしており対応済み。

○ ○

3 一般 公宅解体費 － 3,005 3,005 － － － 建設部依頼工事のため記載不可 － － － 建設部依頼工事のため記載不可 － － 建設部依頼工事のため記載不可

4 一般 FM推進費 － 1,795 1,795
現地調査・対応が必須であり、対応
不可。

－ － －
現地調査・対応が必須であり、対応
不可。

－ －
現地調査・対応が必須であり、対応
不可。

0303 維持費 土地建物借上料 － 庁舎等の借上料に係る予算事務 財産課 0 354,728 354,728 0.2 0.0 0.2 356,290
現状維

持
引き続き、庁舎等の借上が必要な
ため。

庁舎等に供する土地・建物の借上
料のため対応不可

庁舎等に供する土地・建物の借上
料のため対応不可

庁舎等に供する土地・建物の借上
料のため対応不可

現状維
持

0304 維持費 財産管理費 －
庁舎等の維持管理に要する経費
・真駒内保健保安林維持管理業務
等

財産課 0 1,941 1,941 0.0 0.0 0.0 1,941
現状維

持
引き続き、真駒内保安林維持管理
業務等を継続するため。

現地調査・対応が必須であり、対応
不可

現地調査・対応が必須であり、対応
不可

現地調査・対応が必須であり、対応
不可

現状維
持

0305 義務費
市町村交付金、火災保険料【義務
費】

－
道有資産の所在市町村交付金、火
災保険料掛金に係る予算事務

財産課 0 1,579,813 1,579,813 0.1 0.0 0.1 1,580,594
現状維

持
現状維

持

0306 事務 ファシリティマネジメント推進事業 －
道有資産の有効活用等に関する企
画調整事務

財産課 0 0 0 7.5 0.0 7.5 58,575
現状維

持
引き続き、道有資産の有効活用等
に関する事務を継続するため。

現状維
持

0307 一般 西ビル管理組合負担金 － 道庁西ビル管理組合への負担金に
係る予算事務

財産課 0 83,970 83,970 0.8 0.0 0.8 89,828 現状維
持

引き続き、道庁西ビル管理組合へ
の負担金に係る事務を継続するた
め。

管理組合への負担金のため対応不
可

管理組合への負担金のため対応不
可

管理組合への負担金のため対応不
可

現状維
持

0308 一般 道民活動センター管理費 ⑧
道民活動センター(かでる２・７)の指
定管理者に係る予算事務

財産課 0 237,133 205,479 0.8 0.0 0.8 242,991
現状維

持

引き続き、道民活動センター（かで
る２・７）の指定管理者に係る事務を
継続するため。

－ ⑤ ②
道全体として取り組むべき課題であ
ることから、道の施設の管理者にも
取組を促す予定

－ ⑥ ②
道全体として取り組むべき課題であ
ることから、道の施設の管理者にも
取組を促す予定

－ －

指定管理者に対し、温室効果ガス
排出削減に向けた取組やＩＣＴを活
用した利用者の利便性向上のため
の取組を求めるなど、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○

ナチュラル・ビズ・スタイルの実施を
通じて、ゼロカーボン北海道の推進
にむけ、検討するよう指定管理者に
要請

0309
投資的
経費B

財産管理費（公宅解体費） －
入居停止となった公宅解体に係る
予算事務

財産課 0 547,930 547,930 0.0 0.0 0.0 547,930
現状維

持
道有地の売払に公宅等解体が必要
なため。

建設部依頼工事のため記載不可 建設部依頼工事のため記載不可 建設部依頼工事のため記載不可
現状維

持

0401 一般 行政改革推進費 ①
業務の改革の企画及び総合調整に
関する事務

改革推
進課

0 7,432 7,432 4.0 0.0 4.0 38,672
現状維

持

Smart道庁の取組（業務改革・働き
方改革・組織風土改革）については
継続的に職員への浸透と理解の促
進を図り、職員の意識の変化ととも
に実際の行動変革に繋げていくこと
が必要であるため

－ ④ ①

会議資料の事前配付、モニターや
オンライン会議の活用等、電子デー
タを基本とした業務遂行は既に実践
している

－ ⑥ ①

会議資料の事前配付、モニターや
オンライン会議の活用等、会議・打
合せの効率化を図る取組や、こうし
た取組の掲示版等を活用した職員
への周知等は昨年度から率先して
実践している

○ ①
メールやオンライン会議の活用等に
より接触機会の低減に繋がる取組
は昨年度から実践している

現状維
持

0402 一般 外部監査運営費 ⑥ 外部監査に関する事務
改革推
進課

0 10,479 10,479 0.5 0.0 0.5 14,384 現状維
持

地方自治法において、毎年度、財務
に関する事務の執行や経営に係る
事業の管理のうちの特定の事件に
ついての包括外部監査の実施が義
務づけられているため

－ ④ ①
資料のやりとりはメール等を活用す
るなど電子データを基本とした業務
遂行は既に実践している

－ ⑥ ①
資料のやりとりはメール等を活用す
るなど電子データを基本とした業務
遂行は既に実践している

○ ①
メールやオンライン会議の活用等に
より接触機会の低減に繋がる取組
は昨年度から実践している

現状維
持

0403 事務 改革推進課総合調整業務 ⑧

・行政運営の基本原則の企画調
整、行政事務の管理の総合調整、
建設工事等に係る入札契約手続の
監視、内部通報制度、内部統制制
度に関する事務

改革推
進課

0 0 0 7.5 0.0 7.5 66,385
現状維

持

地方自治法や行政手続法をはじめ
とした法令に基づく適正な行政運営
を行うための事業である上、成果連
動型民間委託契約方式（ＰＦＳ）など
新たな業務への対応も求められる
ため

－ － ○ ①
メールやオンライン会議の活用等に
より接触機会の低減に繋がる取組
は昨年度から実践している

暫定的な職員配置により体制を整
備し、事務事業を推進してきたが、
一定期間が経過したことなどを踏ま
え、効果的・効率的な執行体制の構
築を検討すること。

現状維
持

自治法改正に伴いＲ２年度から本
格運用が開始された内部統制関係
業務について、Ｒ３年度の議会報告
を持って、一連の流れが形になった
ことを踏まえ、執行体制を検討し、
主幹１主査２の暫定的な配置から、
主査１、担当１（いずれも暫定）と整
理した。

0501 事務
北海道の行政組織及び職員の任免
事務

－

・北海道の行政組織に関する事務、
権限の委任、職員の任免（振興局
ホームグラウンド人事制度を含む）、
課内職員の服務、研修、道議会事
務、文書事務、予算・決算等課内の
庶務に関する事務を行う。

人事課 0 0 0 14.0 0.0 14.0 109,340
現状維

持
引き続き、事務を継続する必要があ
るため。

現状維
持

0502 一般 職員研修費（直営分） ①

・職員の資質及び能力を高め、道民
全体の奉仕者にふさわしい識見及
び実践力を育成するため、各種研
修を実施する。

人事課 0 115,971 115,971 3.0 0.0 3.0 139,401 現状維
持

引き続き、職員研修を継続する必要
があるため。

－ ④ ①
一部研修の開催方法を集合形式か
らオンライン形式に変更
※オンデマンド含む

－ ⑥ ①
一部研修の開催方法を集合形式か
らオンライン形式に変更
※オンデマンド含む

○ ①
一部研修の開催方法を集合形式か
らオンライン形式に変更
※オンデマンド含む

現状維
持

0503 一般 職員研修費（外部委託分） ⑥

・職員の資質及び能力を高め、道民
全体の奉仕者にふさわしい識見及
び実践力を育成するため、各種研
修を実施する。

人事課 0 84,155 84,155 1.0 0.0 1.0 91,965 現状維
持

引き続き、職員研修を継続する必要
があるため。

－ ④ ①
一部研修の開催方法を集合形式か
らオンライン形式に変更
※オンデマンド含む

－ ⑥ ①
一部研修の開催方法を集合形式か
らオンライン形式に変更
※オンデマンド含む

○ ①
一部研修の開催方法を集合形式か
らオンライン形式に変更
※オンデマンド含む

現状維
持

0504 人件費
一般管理諸費（労働保険料事業主
立替分）

－
・会計年度任用職員に係る労働保
険料事業主立替分

人事課 0 1,721 0 0.0 0.0 0.0 1,721
現状維

持
－ － －

労働保険料のためペーパーレス化
に資するものはない

－ － －
労働保険料のためオンライン化に資
するものはない

－ －
労働保険料のためオンライン化に資
するものはない

現状維
持

0505 一般 人事給与管理費 ⑧

・人事給与情報のシステム運用及
び北海道特別職職員報酬等審議会
の運営等職員の給与等に関する事
務を行う。

人事課 512,097 560 560 11.5 0.0 11.5 90,375
現状維

持

引き続き、事務を継続する必要があ
るため。
【勤怠管理システムについて】
令和３年度システム構築中のため

－ ④ ②
給与明細の電子化等によるペー
パーレス化を検討。

－ ⑥ ②
給与明細の電子化等によるペー
パーレス化を検討。

－ －

本事務事業費は帳票出力等に係る
需用費であり、コロナウイルス感染
症に係る見直し（オンライン化等）は
馴染まない。

業務の効率化・省力化はもとより多
様で柔軟な働き方を実現する観点
から、庁内の他の基幹システムとの
連携、操作する職員の利便性の向
上の視点も取り入れながら、人事、
給与関係業務のプロセス全体を分
析した上で給与情報システムの刷
新について検討すること

拡充 ○ ○

給与情報システム刷新のため、現シ
ステムの分析、他の基幹システムと
の連携精度向上及び利便性向上等
を考慮した次期システムの基本設
計に着手する。

0506 一般
人事給与管理費（全ての職員が活
躍できる職場環境づくり）

②

・男女の別や、障害の有無、育児・
介護といった家庭状況などを問わ
ず、全ての職員が働きやすく、活躍
できる職場環境づくりに向けた取組
を行う。

人事課 0 3,557 3,557 3.0 0.0 3.0 26,987 現状維
持

引き続き、全ての職員が働きやす
く、活躍できる職場環境づくりに向け
た取組を行っていく必要があるた
め。

－ ④ －

障害のある職員のセミナーや若手
や女性職員との意見交換会など、
実際に働いている道庁職員の雰囲
気や職場環境について把握するこ
とで、全ての職員が働きやすく、活
躍できる職場環境づくりに向けた取
組の検討を実施していることから、
オンラインによる実施ではその効果
が薄いため、ペーパーレス化につな
げることは難しい。

－ ⑥ －

障害のある職員のセミナーや若手
や女性職員との意見交換会など、
実際に働いている道庁職員の雰囲
気や職場環境について把握するこ
とで、全ての職員が働きやすく、活
躍できる職場環境づくりに向けた取
組の検討を実施していることから、
オンラインによる実施ではその効果
が薄いため、見直しは難しい。

○ －

障害のある職員のセミナーや若手
や女性職員との意見交換会など、
実際に働いている道庁職員の雰囲
気や職場環境について把握するこ
とで、全ての職員が働きやすく、活
躍できる職場環境づくりに向けた取
組の検討を実施していることから、
オンラインによる実施ではその効果
が薄いため、見直しは難しい。

現状維
持

0507 一般 人事給与管理費（人材確保推進） ②
・優秀な人材を確保するための取組
を行う。

人事課 0 4,458 4,458 1.0 0.0 1.0 12,268
現状維

持
優秀な人材の確保のため、引き続
き業務継続の必要があるため、

－ ④ －

内定者交流会や最終合格者向け採
用ガイダンスなど、実際に職場で働
く職員と対面で話すことにより、雰囲
気や採用後の勤務について具体的
なイメージを持たせることで採用者
の確保につなげるとともに、今後一
緒に働く同期と早期に顔を合わせて
交流することにより、他への流出を
抑制する効果が見込まれることか
ら、オンラインによる実施ではその
効果が薄いため、ペーパーレス化に
つなげることは難しい。

－ ⑥ －

内定者交流会や最終合格者向け採
用ガイダンスなど、実際に職場で働
く職員と対面で話すことにより、雰囲
気や採用後の勤務について具体的
なイメージを持たせることで採用者
の確保につなげるとともに、今後一
緒に働く同期と早期に顔を合わせて
交流することにより、他への流出を
抑制する効果が見込まれることか
ら、オンラインによる実施ではその
効果が薄いため、見直しは難しい。

○ －

内定者交流会や最終合格者向け採
用ガイダンスなど、実際に職場で働
く職員と対面で話すことにより、雰囲
気や採用後の勤務について具体的
なイメージを持たせることで採用者
の確保につなげるとともに、今後一
緒に働く同期と早期に顔を合わせて
交流することにより、他への流出を
抑制する効果が見込まれることか
ら、オンラインによる実施ではその
効果が薄いため、見直しは難しい。

現状維
持

0508 事務
職員の分限、懲戒、服務その他身
分取扱

－
・職員の服務に関する制度や身分
の取扱を行う。

人事課 0 0 0 5.5 0.0 5.5 42,955
現状維

持
引き続き、事務を継続する必要があ
るため。

現状維
持

0509 一般
総務管理諸費（表彰（職員・功労賞・
自治功労者））

－ ・北海道職員表彰や北海道功労賞
等の開催する。

人事課 0 9,512 9,512 3.0 0.0 3.0 32,942 現状維
持

経費節減に努めながら、各表彰を
適切に実施

表彰状等の授与は、オンライン対応
は困難であるため、ペーパーレス化
につなげることは不可。

－ － － 表彰状等の授与は、オンライン対応
は困難であるため、見直し不可。

－ － 表彰状等の授与は、オンライン対応
は困難であるため、見直し不可。

現状維
持

0601 一般 職員厚生施設管理費 ⑥

地方公務員法第42条等に基づき実
施している各種福利厚生施設の維
持管理等に関する事務（食堂等福
利厚生施設修繕等経費）

職員厚
生課

0 1,738 1,738 0.1 0.6 0.7 7,205 現状維
持

引き続き、本庁及び各振興局にお
いて各種福利厚生施設を維持管理
していく必要があるため。

－ ①②④⑤ ①
既に、プロポーザル実施時に環境
配慮に対する採点項目を設けてい
るため。

－ － － 当該事業においてSociety5.0に該当
する事項がないため

－ －
当該事業において新型コロナウイル
ス感染症に該当する事項がないた
め

現状維
持

2／5 総務部



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

0602 維持費 職員厚生施設管理費 ⑥

地方公務員法第42条等に基づき実
施している各種福利厚生施設の維
持管理等に関する事務（野球場管
理経費）

職員厚
生課

0 1,358 1,358 0.1 0.6 0.7 6,825 現状維
持

引き続き、北海道職員野球場等を
維持管理していく必要があるため。

当該事業においてゼロカーボンに該
当する事項がないため

－ － － 当該事業においてSociety5.0に該当
する事項がないため

○ － 回数券や食券の利用により、既に
接触機会が低減されているため。

現状維
持

0603 一般
職員福利厚生事務費（ライフプラン
支援事業）

①
北海道職員等ライフプラン推進計画
に基づくセミナー等の実施に関する
事務（ナイスライフセミナー等経費）

職員厚
生課

0 3,277 3,120 1.1 0.1 1.2 12,649
現状維

持

引き続き、北海道職員ライフプラン
推進計画に基づきセミナー等を実施
する必要があるため。

－ ④ ②

ガイドブックの必要冊数を見直した。
また、ライフプラン推進計画の見直
しに合わせ、令和4年度以降開催分
について、オンラインによるセミナー
や、教材発行部数を更に削減するこ
とについて検討する。

－ ⑥ ②

ライフプラン推進計画の見直しに合
わせ、令和4年度以降開催分につい
て、オンラインによるセミナーを行う
ことについて検討する。

○ ②

ライフプラン推進計画の見直しに合
わせ、令和４年度以降開催分につ
いて、オンラインによるセミナーや、
教材発行部数を更に削減すること
について検討する。

普及啓発事業における啓発資材の
ペーパレス化・電子化やオンライン
開催によるCO2削減や啓発対象の
拡大に向けた取組の促進など、ゼロ
カーボン北海道及びSociety5.0の推
進に向け、事業内容を検討するこ
と。

現状維
持

○ ○ ○
令和4年度以降は、オンラインによる
セミナーや、教材の電子化を予定。

0604 維持費
職員福利厚生事務費（ライフプラン
支援事業）

－

職員等の福祉の向上と職務能率の
増進に寄与することを目的として、
職員等の生活上における法律相談
等の相談に応じるため相談員及び
連絡員等を配置する事業

職員厚
生課

0 3,277 3,120 1.1 0.2 1.3 13,430
現状維

持

引き続き、職員等の福祉の向上と
職務能率の増進に寄与するため、
法律相談等の相談に応じるための
体制を整える必要があるため。

－ － －

職員相談に係る講師及び会計年度
任用職員のの報酬、共済費、費用
弁償のみであるためゼロカーボンを
検討対象となるものがないと考える
ため。

－ － －

職員相談に係る講師及び会計年度
任用職員のの報酬、共済費、費用
弁償のみであるためゼロカーボンを
検討対象となるものがないと考える
ため。

－ －

職員相談に係る講師及び会計年度
任用職員のの報酬、共済費、費用
弁償のみであるためゼロカーボンを
検討対象となるものがないと考える
ため。

現状維
持

0605 一般 職員福利厚生事務費（電算経費） － 財産形成貯蓄、職員住宅建設資金
等に関する事務

職員厚
生課

0 664 664 1.0 0.0 1.0 8,474 現状維
持

引き続き、財産形成貯蓄、職員住宅
建設資金等に係る給与引き去り事
務等に電算処理を行う必要がある
ため。

当該事業においてゼロカーボンに該
当する事項がないため

－ － － 当該事業においてSociety5.0に該当
する事項がないため

－ －
当該事業において新型コロナウイル
ス感染症に該当する事項がないた
め

現状維
持

0606 一般 安全衛生管理費 －
労働安全衛生法等に基づく職場環
境測定の実施等に関する事務

職員厚
生課

0 990 990 0.0 0.5 0.5 4,895
現状維

持
引き続き、各事業所において職場環
境測定を実施する必要があるため。

当該事業においてゼロカーボンに該
当する事項がないため

－ － －
当該事業においてSociety5.0に該当
する事項がないため

－ －
当該事業において新型コロナウイル
ス感染症に該当する事項がないた
め

現状維
持

0607 一般 職員健康診断費 －

労働安全衛生法に基づく職員の健
康診断の実施等に関する事務、各
種健康診断に係る健診手数料支払
事務、健診結果等の情報に係る管
理システムの内容検討等に係る事
務（人間ドック等経費）

職員厚
生課

0 27,688 27,688 2.0 0.0 2.0 43,308
現状維

持

引き続き、職員の健康保持増進の
ため人間ドック事業等を行う必要が
あるため。

当該事業においてゼロカーボンに該
当する事項がないため

－ － －
当該事業においてSociety5.0に該当
する事項がないため

－ －
当該事業において新型コロナウイル
ス感染症に該当する事項がないた
め

現状維
持

0608 義務費 職員健康診断費 －

労働安全衛生法に基づく職員の健
康診断の実施等に関する事務、各
種健康診断に係る健診手数料支払
事務、健診結果等の情報に係る管
理システムの内容検討等に係る事
務（職員健康診断経費）

職員厚
生課

0 227,159 227,159 2.0 0.0 2.0 242,779
現状維

持

引き続き、各種法令に基づき各種
健康診断を実施する必要があるた
め。

現状維
持

0609 一般 職員保健指導費 ①

メンタルヘルス対策及び生活習慣
病予防対策に関する事務、保健指
導支援システムによる健康情報を
活用した事務（メンタルヘルスセミ
ナー等経費）

職員厚
生課

0 8,968 8,968 1.2 5.0 6.2 57,390
現状維

持

引き続き、厚生労働省が公示する
「労働者の心の健康の保持増進の
ための指針」等に基づいた職員の
健康管理及び保健指導を行っていく
必要があるため。

－ ④ －

・各セミナー等に参加する人には、
その内容に合った資料を渡している
状況で既に必要最低限数
 ・資料は購入しているもののため、
電子データとして共有することが著
作権的に不可能

－ ⑥ －
技術指導やグループワークが研修
に含まれており、オンラインによる実
施を検討するに至っていない。

○ －
技術指導やグループワークが研修
に含まれており、オンラインによる実
施を検討するに至っていない。

現状維
持

0610 維持費 職員保健指導費 －

メンタルヘルス対策及び生活習慣
病予防対策に関する事務、保健指
導支援システムによる健康情報を
活用した事務（産業医報酬等経費）

職員厚
生課

0 22,164 22,164 1.4 5.0 6.4 72,148 現状維
持

引き続き、労働安全衛生法等に基
づき産業医による面談や職場巡視
を行う必要があるため。

当該事業においてゼロカーボンに該
当する事項がないため

－ － － 当該事業においてSociety5.0に該当
する事項がないため

－ －
当該事業において新型コロナウイル
ス感染症に該当する事項がないた
め

現状維
持

0611 義務費 職員保健指導費 －

メンタルヘルス対策及び生活習慣
病予防対策に関する事務、保健指
導支援システムによる健康情報を
活用した事務（ストレスチェック委託
費等経費）

職員厚
生課

0 29,590 29,590 1.4 5.0 6.4 79,574 現状維
持

引き続き、労働安全衛生法等に基
づき職員のメンタルヘルス対策を行
う必要があるため。

現状維
持

0612 義務費 一般職員恩給費 －
恩給法等に基づく有資格者への恩
給支給に関する事務

職員厚
生課

0 22,164 22,164 0.4 0.0 0.4 25,288 縮小
受給対象者が高齢化し、死亡により
受給者が減少しているため。

縮小

0613 事務 共済に関する事務 － 地方職員共済組合に係る申請等の
受付に関する事務

職員厚
生課

0 0 0 6.7 0.0 6.7 52,327 現状維
持

引き続き、道職員から共済組合に対
する各種申請手続きを適切かつ迅
速に行うため事務を行う必要がある
ため。

現状維
持

0614 事務 職員厚生課総合調整等業務 －

・職員の服務・研修、道議会、文書
管理、予算・決算、職場における健
康管理に関する企画立案、過重労
働職員に対する面談、総括安全衛
生委員会の開催及び各種情報管理
等に関する事務

職員厚
生課

0 0 0 10.9 9.8 20.7 161,667
現状維

持

引き続き、職員厚生に係る各種企
画立案、過重労働職員に対する面
談、総括安全衛生委員会の開催等
を行う必要があるため。

現状維
持

0615 義務費
借上公宅に関する事務（職員公宅
維持管理費）

－
職員公宅の借上、公宅移転等に関
する事務

職員厚
生課

0 149,030 149,030 2.1 0.0 2.1 165,431
現状維

持
引き続き、借上公宅に関する事務を
継続する必要があるため。

現状維
持

0616 事務 公宅制度に関する事務 －

全道の管理公宅に係る公宅料徴収
事務及び電算入力及び調整事務
既存公宅の状況を把握し長期使用
を図るとともに計画的に職員住宅を
確保する事務

職員厚
生課

0 0 0 3.4 0.0 3.4 26,554 現状維
持

引き続き、公宅料徴収及び電算入
力及び調整に関する事務を継続す
る必要があるため。

現状維
持

0617 事務 公宅の入退去及び管理運営事務 －
全道の管理公宅に係る入退去事務
及び公宅の調査・研究等の居住施
設維持管理運営全般

職員厚
生課

0 0 0 3.2 0.0 3.2 24,992 現状維
持

引き続き、入退去事務及び公宅の
調査・研究等の居住施設維持管理
運営全般に関する事務を継続する
必要があるため。

現状維
持

0618 一般 職員厚生施設管理費 ⑤ 福利厚生施設に係る修繕及び備品
購入費に係る予算事務

職員厚
生課

0 1,274 1,274 0.0 0.0 0.0 1,274 現状維
持

引き続き、独身寮の修繕及び備品
の購入が必要となるため。

－ ④ ①
物品購入にあたっては、環境に考慮
するよう既に取り組みを行っている
ため。

－ － － 当該事業においてSociety5.0に該当
する事項がないため

－ －
当該事業において新型コロナウイル
ス感染症に該当する事項がないた
め

現状維
持

0619 維持費 職員厚生施設管理費 － 福利厚生施設の維持管理等に係る
予算事務

職員厚
生課

0 99,380 99,380 0.0 0.0 0.0 99,380 現状維
持

引き続き、福利厚生施設の維持管
に関する事務を継続する必要があ
るため。

当該事業においてゼロカーボンに該
当する事項がないため

－ － － 当該事業においてSociety5.0に該当
する事項がないため

－ －
当該事業において新型コロナウイル
ス感染症に該当する事項がないた
め

現状維
持

0620 一般 職員公宅営繕費 －

箇所修繕、駐車場整備に係る予算
事務
法定点検、公宅料控除等に関する
事務

職員厚
生課

0 246,470 246,470 0.1 0.0 0.1 247,251 現状維
持

引き続き、箇所修繕、駐車場整備に
係る予算に関する事務を継続する
必要があるため。

当該事業においてゼロカーボンに該
当する事項がないため

－ － － 当該事業においてSociety5.0に該当
する事項がないため

－ －
当該事業において新型コロナウイル
ス感染症に該当する事項がないた
め

現状維
持

0621 一般 財産管理諸費 － 職員公宅のガス警報器及び水道
メーター取替えに係る予算事務

職員厚
生課

0 6,821 6,821 0.0 0.0 0.0 6,821 現状維
持

引き続き、職員公宅のガス警報器
及び水道メーター取替えに係る予算
に関する事務を継続する必要があ
るため。

当該事業においてゼロカーボンに該
当する事項がないため

－ － － 当該事業においてSociety5.0に該当
する事項がないため

－ －
当該事業において新型コロナウイル
ス感染症に該当する事項がないた
め

現状維
持

0622 一般 職員公宅維持管理費 － 職員公宅の水洗化、計画修繕、消
火器設置に係る予算事務

職員厚
生課

0 284,757 277,189 0.0 0.0 0.0 284,757 現状維
持

引き続き、職員公宅の水洗化、計画
修繕、消火器設置に係る予算事務
に関する事務を継続する必要があ
るため。

当該事業においてゼロカーボンに該
当する事項がないため

－ － － 当該事業においてSociety5.0に該当
する事項がないため

－ －
当該事業において新型コロナウイル
ス感染症に該当する事項がないた
め

現状維
持

0623 義務費 職員公宅維持管理費 － 職員公宅の水洗化、計画修繕、消
火器設置に係る予算事務

職員厚
生課

0 31,913 31,913 0.0 0.0 0.0 31,913 現状維
持

引き続き、職員公宅の水洗化、計画
修繕、消火器設置に係る予算に関
する事務を継続する必要があるた
め。

現状維
持

0624 維持費 職員公宅維持管理費【維持費】 － 職員公宅の維持管理費に係る予算
事務

職員厚
生課

0 86,109 86,109 0.0 0.0 0.0 86,109 現状維
持

引き続き、職員公宅の維持管理費
に係る予算に関する事務を継続す
る必要があるため。

現状維
持

0625 義務費 共済資金住宅年賦金【義務費】 － 地方職員共済組合資金住宅賃貸借
料に関する事務

職員厚
生課

0 1,183,114 1,183,114 0.1 0.0 0.1 1,183,895
現状維

持

引き続き、地方職員共済組合資金
住宅賃貸借料に関する事務を継続
する必要があるため。

現状維
持

0626 事務 職員厚生施設管理費 － 各種福利厚生施設（独身寮）の備品
整備及び維持管理等に関する事務

職員厚
生課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 現状維
持

引き続き、各種福利厚生施設（独身
寮）の備品整備及び維持管理等に
関する事務を継続する必要がある
ため。

現状維
持

3／5 総務部



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

0627 事務
職員公宅維持管理費（職員公宅の
営繕・保守点検に関する事務

－ 職員公宅の維持管理に必要な修繕
工事、法定点検等に関する事務

職員厚
生課

0 0 0 14.2 0.0 14.2 110,902 現状維
持

引き続き、職員公宅の維持管理に
必要な修繕工事、法定点検等に関
する事務を継続する必要があるた
め。

現状維
持

0701 一般
総務業務集中化推進費（職員事務
集中化処理経費）

－ 職員手当の認定、報酬、賃金計算
事務

職員事
務課

0 8,747 8,747 27.3 0.0 27.3 221,960 現状維
持

引き続き、職員事務の集中化処理
に係る事務を継続する必要がある
ため。

職員手当等に係る認定は、法定様
式による申請のため、現時点におい
て見直しできない。

職員手当等に係る認定は、法定様
式による申請のため、現時点におい
て見直しできない。

職員手当等に係る認定は、法定様
式による申請のため、現時点におい
て見直しできない。

暫定的な職員配置により体制を整
備し、事務事業を推進してきたが、
一定期間が経過したことなどを踏ま
え、効果的・効率的な執行体制の構
築を検討すること。

現状維
持

Ｈ２８年度の給与支給事務の移管
等により暫定配置されて以来、当初
の給与支給事務に係る業務に加
え、システムの老朽化等により発生
する障害（出力エラーへの対応他）
や改修方法の検討等の事務を進め
てきた。
現在、ますます増加するシステム障
害や改修等に加え、新システム構
築に係る検討課題等について関係
部局と協議を始めており、業務量は
軽減していないが、今後、こうした協
議の中で効果的・効率的な執行体
制について検討を進めていく。

0702 一般
総務業務集中化推進費
（文書収発等経費）

－ 収発・集中処理事務
職員事
務課

0 4,585 4,585 10.0 0.0 10.0 82,685 現状維
持

引き続き、文書収発の集中化処理
に係る事務を継続する必要がある
ため。

発送（郵送・託送）及び軽印刷等関
連に係る大量・単純業務などの内部
管理業務を集中させて一元的に処
理しているため、見直しできない。

発送（郵送・託送）及び軽印刷等関
連に係る大量・単純業務などの内部
管理業務を集中させて一元的に処
理しているため、見直しできない。

発送（郵送・託送）及び軽印刷等関
連に係る大量・単純業務などの内部
管理業務を集中させて一元的に処
理しているため、見直しできない。

現状維
持

0703 義務費
職員厚生管理費【義務費】（児童手
当）
職員福利厚生事業費（電算経費）

－
児童手当法に基づく受給者（道職
員）への手当支給に関する事務
児童手当支給に関する事務

職員事
務課

0 527,845 482,225 0.7 0.0 0.7 533,312 現状維
持

現状維
持

0704 事務 職員事務課総合調整等業務 －
課内の管理・監督業務、総務業務
の企画、議会・予算に関すること

職員事
務課

0 0 0 36.0 0.0 36.0 281,160
現状維

持
引き続き、課内の総合調整に係る
事務を継続する必要があるため。

現状維
持

0801 一般
一般管理諸費
（財政課分）

②
円滑な予算編成及び全庁的に共通
する管理事務に対応するための経
費

財政課 0 700,000 700,000 0.9 0.0 0.9 707,029 現状維
持

引き続き、一般管理諸費に係る事
務を継続する必要があるため。

－ ④ ① 議会タブレットの導入により対応済
み

－ ⑦ ① 議会タブレットの導入により対応済
み

○ ① 地域実態把握分について、コロナ仕
様の実施方法に変更済み

現状維
持

0802 事務 財政課総合調整等業務（歳出） -
予算の編成、執行に関する各種連
絡調整、道議会事務、文書管理、予
算・決算等に関する事務

財政課 0 0 0 25.5 0.0 25.5 199,155 現状維
持

引き続き、財政課総合調整等業務
に係る事務を継続する必要がある
ため。

現状維
持

0803 一般 予備費 - 地方自治法第217条に基づく予備費 財政課 0 200,000 200,000 0.1 0.0 0.1 200,781 現状維
持

引き続き、予備費の計上を要するた
め。

予算外の支出等に充てることを目
的に、法律で計上することが定めら
れた予算であるため。

－ － －
予算外の支出等に充てることを目
的に、法律で計上することが定めら
れた予算であるため。

－ －
予算外の支出等に充てることを目
的に、法律で計上することが定めら
れた予算であるため。

現状維
持

0804 事務 財政課総合調整等業務（歳入） -

道の歳入（地方交付税、地方譲与
税、交通安全対策特別交付金、地
方債、宝くじ）及び道債の借入れに
関する各種連絡調整、道議会事
務、予算・決算等に関する事務

財政課 0 0 0 8.5 0.0 8.5 66,385 現状維
持

引き続き、財政課総合調整等業務
に係る事務を継続する必要がある
ため。

現状維
持

0805 一般 財政調整基金積立金 - 財政調整基金の積立て 財政課 0 3,367 0 0.1 0.0 0.1 4,148 現状維
持

引き続き基金の適正な運用に努め
る。

本事業は基金の運用利子の積立に
要する経費であり、「重点点検事業」
の「見直しの視点」のどの項目にも
該当しないため。

－ － －

本事業は基金の運用利子の積立に
要する経費であり、「重点点検事業」
の「見直しの視点」のどの項目にも
該当しないため。

－ －

本事業は基金の運用利子の積立に
要する経費であり、「重点点検事業」
の「見直しの視点」のどの項目にも
該当しないため。

現状維
持

0806 一般 教育施設整備基金積立金 - 教育施設整備基金の積立て 財政課 0 19 0 0.0 0.0 0.0 19 現状維
持

引き続き基金の適正な運用に努め
る。

本事業は基金の運用利子の積立に
要する経費であり、「重点点検事業」
の「見直しの視点」のどの項目にも
該当しないため。

－ － －

本事業は基金の運用利子の積立に
要する経費であり、「重点点検事業」
の「見直しの視点」のどの項目にも
該当しないため。

－ －

本事業は基金の運用利子の積立に
要する経費であり、「重点点検事業」
の「見直しの視点」のどの項目にも
該当しないため。

現状維
持

0807 一般 減債基金積立金 - 減債基金の積立て 財政課 0 1,367 0 0.1 0.0 0.1 2,148 現状維
持

引き続き基金の適正な運用に努め
る。

本事業は基金の運用利子の積立に
要する経費であり、「重点点検事業」
の「見直しの視点」のどの項目にも
該当しないため。

－ － －

本事業は基金の運用利子の積立に
要する経費であり、「重点点検事業」
の「見直しの視点」のどの項目にも
該当しないため。

－ －

本事業は基金の運用利子の積立に
要する経費であり、「重点点検事業」
の「見直しの視点」のどの項目にも
該当しないため。

現状維
持

0808 義務費 公債償還金（元金） - 公債償還金のうち元金分 財政課 0 330,228,426 209,525,426 0.4 0.0 0.4 330,231,550
現状維

持
現状維

持

0809 義務費 公債管理特別会計繰出金（元金） -
満期一括償還分の公債償還金のう
ち元金分

財政課 0 282,501,496 125,404,496 0.3 0.0 0.3 282,503,839
現状維

持
現状維

持

0810 義務費 公債償還金（利子） -
公債償還金のうち利子分（一時借入
金利子含む）

財政課 0 17,467,634 17,151,634 0.3 0.0 0.3 17,469,977
現状維

持
現状維

持

0811 義務費 公債管理特別会計繰出金（利子） -
満期一括償還分の公債償還金のう
ち利子分

財政課 0 11,530,843 11,530,843 0.3 0.0 0.3 11,533,186
現状維

持
現状維

持

0812 義務費
公債管理特別会計繰出金（公債諸
費）

-
満期一括償還分の公債償還金に係
る元利支払手数料

財政課 0 49,401 49,401 0.2 0.0 0.2 50,963
現状維

持
現状維

持

0813 義務費 公債諸費 -
道債の発行に伴う発行手数料、割
引料等の経費

財政課 0 1,608,803 1,608,803 0.2 0.0 0.2 1,610,365
現状維

持
現状維

持

0814 義務費 基金繰替運用等利子 -
一般会計に繰り入れて運用する基
金に係る運用利子

財政課 0 1,787 1,787 0.1 0.0 0.1 2,568
現状維

持
現状維

持

0901 義務費 税関係交付金 － 道税に係る交付金に関する事務 税務課 0 162,419,072 162,419,072 0.0 0.0 0.0 162,419,072
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

0902 一般 軽油引取税納税協力団体交付金 － 軽油引取税に係る制度周知、納期
内納入促進、脱税防止の事務

税務課 0 1,872 1,872 0.0 0.0 0.0 1,872 現状維
持

引き続き、軽油引取税の納期内納
入の促進や脱税防止の取組を継続
する必要があるため。

－ － －
軽油引取税の事務運営の補完的役
割を担う団体に対する交付事業の
みであるため、見直しできない。

－ － －
軽油引取税の事務運営の補完的役
割を担う団体に対する交付事業の
みであるため、見直しできない。

－ －
軽油引取税の事務運営の補完的役
割を担う団体に対する交付事業の
みであるため、見直しできない。

現状維
持

0903 一般 徴税事務機械処理費
道税の賦課徴収事務に係るシステ
ム開発・運用経費

税務課 85,026 287,727 215,242 4.5 0.0 4.5 322,872 拡充

道税の電子申告や収納チャネルの
拡充に向けた取組を進めており、当
該取組に対応するためのシステム
を構築する必要がある。
・今後の対応（令和４年度当初予算
で検討）
令和４年４月～：収納チャネルの１
つとして「ラインペイ」などの電子マ
ネー収納を追加。
令和５年４月～：共通納税システム
の対象税目に自動車税種別割を追
加。

拡充

1 人件費 運用事務費（人件費） － 0 10,236 10,236 － － －
人件費のみの事業であるため、見
直しできない。

－ － －
人件費のみの事業であるため、見
直しできない。

－ －
人件費のみの事業であるため、見
直しできない。

2 一般 運用事務費（人件費を除く。） ④ 0 151,480 151,480 － ④ ②
電子申請などの対応が可能である
税務関係手続について、電子申請
への移行を検討。

－ ⑥ ②
電子申請などの対応が可能である
税務関係手続について、電子申請
への移行を検討。

○ ②
接触機会の低減等のため、収納
チャネルの拡大（電子マネーによる
納税）を対応予定。

○ ○ ○

3 一般
道税総合情報処理システム改修等
事業費

④ 85,026 126,011 53,526 － ④ ②

予算面での課題があるが、接触機
会の低減等のため、収納チャネル
の対象税目拡大などの推進を図る
ことが必要。

－ ⑥ ②

予算面での課題があるが、接触機
会の低減等のため、収納チャネル
の対象税目拡大などの推進を図る
ことが必要。

○ ②

接触機会の低減等のため、収納
チャネルの拡大（電子マネーによる
納税）に対応したシステム構築を、
令和４年度当初予算で検討。

○ ○ ○

4／5 総務部
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　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進
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　　 ② 今回見直しを検討
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　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

0904 義務費
徴税事務機械処理費
（地方税共同機構負担金）

－

地方税電子申告システム等の開
発、運営を行う地方税共同機構の
構成員として負担する、同機構の事
務運営、システム開発等の経費

税務課 0 59,262 59,262 0.0 0.0 0.0 59,262 拡充

地方税の電子申告・納税に対応す
る機能を拡充するためのシステム開
発費などの負担経費の増が見込ま
れるため。
・今後の対応（令和４年度当初予算
で検討）
地方税共同機構が開発・運用する
共通納税システムの対象税目に自
動車税種別割を追加。（令和５年４
月運用開始に向け、令和４年度当
初予算で検討。）

－ － － － － － － － 拡充

0905 一般 滞納処分費 － 道税の滞納処分を行うための経費 税務課 0 600 300 0.0 0.0 0.0 600 現状維
持

引き続き、道税収入未済に対する
滞納整理に取り組む必要があるた
め。

－ － －
道税の滞納処分（差押・公売等）の
執行に要した経費のみの事業であ
るため、見直しできない。

－ － －
道税の滞納処分（差押・公売等）の
執行に要した経費のみの事業であ
るため、見直しできない。

－ －
道税の滞納処分（差押・公売等）の
執行に要した経費のみの事業であ
るため、見直しできない。

現状維
持

0906 一般 一般徴税諸費 道税の賦課徴収に関する事務 税務課 0 323,828 323,828 22.0 654.4 676.4 5,606,512
現状維

持
引き続き、道税の賦課徴収に関す
る事務を継続する必要があるため。

・暫定的な職員配置により体制を整
備し、事務事業を推進してきたが、
一定期間が経過したことなどを踏ま
え、効果的・効率的な執行体制の構
築を検討すること。

・普及啓発事業における啓発資材
のペーパレス化・電子化やオンライ
ン開催によるCO2削減や啓発対象
の拡大に向けた取組の促進など、
ゼロカーボン北海道及びSociety5.0
の推進に向け、事業内容を検討す
ること。

現状維
持

・軽自動車税環境性能割に関する
業務については、法令により道が市
町村に代わって賦課徴収を行うこと
とされている恒久的な税目であるた
め、恒常的な職員配置が必要であ
り、かつ、市町村からの交付金によ
る財源措置もなされていることから、
恒久的な正職員の増員配置など、
引き続き効果的・効率的な執行体
制の構築を検討する。

・国と共同で作成する地方税に係る
電子申告・電子納税の普及に係る
啓発用動画をHPに掲載するほか啓
発の場における動画の配信などを
行うことで、道民への周知を行い、
電子申告・電子納税利用率の向上
を図る。

1 人件費 一般徴税事務費（人件費） － 0 13,664 13,664 － － －
人件費のみの事業であるため、見
直しできない。

－ － －
人件費のみの事業であるため、見
直しできない。

－ －
人件費のみの事業であるため、見
直しできない。

2 投資的
経費A

一般徴税事務費（徴税用自動車の
更新経費）

⑤ 0 3,500 3,500 ○ ③ ②

徴税用自動車を次世代自動車へ切
り替えるためには財源の確保が必
要であり、全庁的な更新計画の整
備が必要。

－ － － 徴税用自動車の更新のみの事業で
あるため、見直しできない。

－ － 徴税用自動車の更新のみの事業で
あるため、見直しできない。

○

3 一般
一般徴税事務費（会議・研修に関す
る経費）

② 0 5,811 5,811 ○ ④ －

税務職員研修は、実地対応のカリ
キュラム（滞納者宅の捜索ロールプ
レイングや不正軽油分析調査など）
を実施することによる税務実務能力
向上を図ることも目的の１つであり、
オンラインによる実施ではその効果
が薄いため、見直しは困難。

－ ⑥ －

税務職員研修は、実地対応のカリ
キュラム（滞納者宅の捜索ロールプ
レイングや不正軽油分析調査など）
を実施することによる税務実務能力
向上を図ることも目的の１つであり、
オンラインによる実施ではその効果
が薄いため、見直しは困難。

○ －

税務職員研修は、実地対応のカリ
キュラム（滞納者宅の捜索ロールプ
レイングや不正軽油分析調査など）
を実施することによる税務実務能力
向上を図ることも目的の１つであり、
オンラインによる実施ではその効果
が薄いため、見直しは困難。

4 一般 一般徴税事務費（上記を除く。） ① 0 300,853 300,853 ○ ④ ②
道税に関する啓発・広報資材の電
子化を検討。

－ ⑥ ②
道税に関する啓発・広報資材の電
子化を検討。

○ ②
道税に関する啓発・広報資材の電
子化を検討。

○ ○ ○

0907 一般
一般徴税諸費
（市場化テスト関連）

⑥
法人二税の申告書発送等に係る民
間委託に関する経費

税務課 0 35,413 35,413 0.0 0.0 0.0 35,413
現状維

持

引き続き、法人二税の申告情報入
力業務等の事務を継続する必要が
あるため。

－ － －

申告書等書類が紙での提出が可能
であるため、委託業務を電子で対応
することは不可。ただし、法人二税
の電子申告率の向上により、提出
書類が一定程度電子に移行するこ
とは見込まれる。

－ － －

申告書等書類が紙での提出が可能
であるため、委託業務を電子で対応
することは不可。ただし、法人二税
の電子申告率の向上により、提出
書類が一定程度電子に移行するこ
とは見込まれる。

○ ①

委託業務作業室内の入室人数制限
やソーシャルディスタンス確保など
の取組を実施し、今後も同様の見直
しを実施。

現状維
持

0908 維持費 道税事務所管理費 ⑤ 道税事務所庁舎及び徴税用公用車
に関する維持費

税務課 0 18,074 18,074 0.0 0.0 0.0 18,074 現状維
持

引き続き、道税事務所管理費に係
る事務を継続する必要があるため。

○ ①、②、⑤ ②

施設設備に省エネ設備等を導入す
るためには、財源の確保が必要で
あり、全庁的な更新計画の整備が
必要。

－ － －
施設（道税事務所）の維持管理を目
的とした事業であり、オンライン対応
等の見直しは不可。

－ －
施設（道税事務所）の維持管理を目
的とした事業であり、オンライン対応
等の見直しは不可。

現状維
持

○

0909 事務 税務課総合調整等業務 － 服務、機構改正、歳入歳出予算、議
会、税条例等に関する事務

税務課 0 0 0 16.5 32.6 49.1 383,471 現状維
持

引き続き、総合調整等に係る事務を
継続する必要があるため。

－ － － － － － － －

暫定的な職員配置により体制を整
備し、事務事業を推進してきたが、
一定期間が経過したことなどを踏ま
え、効果的・効率的な執行体制の構
築を検討すること。

現状維
持

平成30年２月の北海道観光審議会
での答申以降、観光施策の推進に
係る新たな財源確保策として新税
の導入に向けた検討を進めていると
ころであり、令和４年度においては
暫定配置が解消されたものの、引き
続き新税の導入に向けた検討は継
続していくことから、必要な人員配
置など、引き続き効果的・効率的な
執行体制の構築を検討する。

0910 義務費 税附帯諸費 －
道税に係る過誤納還付金、地方消
費税清算金等に関する事務

税務課 0 153,448,688 153,448,688 0.0 0.0 0.0 153,448,688
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

0911 一般
総務管理諸費
（納税功労）

－
納税思想の普及高揚等の功績が顕
著である者に対する表彰

税務課 0 346 346 0.0 0.0 0.0 346
現状維

持
引き続き、納税功労者表彰に係る
事務を継続する必要があるため。

－ － －
表彰状等の授与は、オンライン対応
は困難であるため、見直し不可。

－ － －
表彰状等の授与は、オンライン対応
は困難であるため、見直し不可。

－ －
表彰状等の授与は、オンライン対応
は困難であるため、見直し不可。

現状維
持

1101 事務 北海道若者活躍プロジェクト －

室蘭工業大学が主導し、ものづくり
系大学・高専が中心となって実施す
る「地（知）の拠点大学による地方創
生推進事業（COC＋）」の後継として
立ち上がった「北海道若者活躍プロ
ジェクト」に参画する

総合教
育推進
課

0 0 1.0 0.9 1.9 14,839
現状維

持
引き続き、室蘭工業大学と連携しな
がら標記事業に参画する

現状維
持

1102 一般 総合教育会議 ②

「地方教育行政の組織及び運営に
関する法律の一部を改正する法律」
（H26.6.20公布）に基づく総合教育
会議を開催する

総合教
育推進
課

878 878 2.0 0.8 2.8 22,746
現状維

持
引き続き、関係法令に基づき総合
教育会議を開催する

－ ④ －

当会議において、児童・生徒の生
命・身体の保護等緊急の場合に講
ずべき措置（いじめによる自殺事案
など）についての協議・調整など、個
人情報を広範に扱うこともあるた
め、一律のオンライン化は困難

－ ⑥ －

当会議において、児童・生徒の生
命・身体の保護等緊急の場合に講
ずべき措置（いじめによる自殺事案
など）についての協議・調整など、個
人情報を広範に扱うこともあるた
め、一律のオンライン化は困難

○ －

当会議において、児童・生徒の生
命・身体の保護等緊急の場合に講
ずべき措置（いじめによる自殺事案
など）についての協議・調整など、個
人情報を広範に扱うこともあるた
め、一律のオンライン化は困難

現状維
持

1201 一般 法人団体指導検査費 －
・公益法人等に対する監督業務の
推進及び組合等の業務、財務、会
計の検査

法人団
体課

0 18,208 18,208 26.7 0.0 26.7 226,735 現状維
持

法人団体指導検査費に係る業務を
継続する必要があるため。

－ － － 法令等に基づき、実地検査を行う義
務があるため見直し不可。

－ － － 法令等に基づき、実地検査を行う義
務があるため見直し不可。

－ － 法令等に基づき、実地検査を行う義
務があるため見直し不可。

現状維
持

1202 事務 法人団体課総合調整等業務 －

・職員の服務・研修、道議会事務、
文書事務、予算・決算等課内の庶
務に関する事務全般、管理監督業
務

法人団
体課

0 0 0 1.9 0.0 1.9 14,839 現状維
持

課内の庶務に関する事務業務を引
き続き行う必要があるため。

現状維
持

1203 義務費 法人団体指導検査費 －

・水産業協同組合法第１２３条第４
項に基づく常例検査
・組合運営及び経営の健全化を図
るため、同条第１項から第３項まで
の規定による臨時検査の実施

法人団
体課

0 8,143 8,143 4.0 0.0 4.0 39,383 現状維
持

現状維
持

1204 事務 関与団体に係る事務 －
・関与団体の運営指導に係る事務
の総括

法人団
体課

0 0 0 1.4 0.0 1.4 10,934
現状維

持
引き続き、関与団体に係る事務を継
続する必要があるため。

現状維
持

597,123 967,818,693 689,072,192 389.4 806.0 1,195.4 ■令和４年度　新規事業

 

計

5／5 総務部


